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おわりに
はじめに
リ- ス（lease) という用語は，現在ではかなり一般に普及しているが，リ
ースとは何かについては，必ずしも明確に定義化されているわけではない。
もともとリース（lease）は，賃貸借を意味する言葉であったが，現在ではリ
ースといえば，賃貸借ではなくファイナンス・リース（finance-lease) の意
味で使われることが多い。
この論文においても特に断らないかぎり，リースをファイナンス・リース
の意味で使っている。問題は，ファイナンス・リースとは何かであり，この
ファイナンス・リ←スの定義も未だ確立していないところにある。 その理由
は，リース取引の契約が複雑であり，一概にパターン化することが難しいか
らであろう。
ファイナンス・リース（finance ¬lease）は,法形式的には賃貸借（operating-lease
）契約をとっているが，明らかに単純な賃貸借契約(operating-leasecontract
）ではない。ここでは，ファイナンス・リ- スがどのようにオペレー
ティング・リースと異なり，税務会計上これをどのように認識しなければな
2らないか，税務行政上リースに関する唯一の基準は「リース通達」であるが，
「リース通達」は租税法上法源となりうるか否かについて以下検討したい。
1. ファイナンス・リース取引の課税上の問題点 ∧
わが国においては,1963 年に初めてn ース会社が出現して以来，現在では
その数が1,000社を超え，リース産業は今や8 ～10兆円の市場規模をもつ成長
産業 と言われている。 そのほとんどの)I ス会社が，いわゆるファイナンス
・リースといわれているにもかかわらず， わが国においては，ファイナンス
・リースに関する会計基準すら存在していない。1980
年7 月7 日，日本公認会計士協会の会計制度委員会が「研究報告第1
号」として，「セール・アンド・リースバックの会計処理」を公表し，この中
でファイナンス・リースの特徴と望 ましい会計処理を提言しているが,同「研
究報告」は， その前文でリースの取引慣行が来成熟で且つ法的にも検討課題
が残されていることを理由に,「本提案をもって 直ちに実務を拘束することは
適当ではないと判断された」 とし，これカリ ース会計処理の基準ではないこ
とを明言している。
もっとも，この「研究報告」は，アメリカでのFASBStatement の紹介の
域をでていない。アメリカでは,1953年6 月にAccountingResearchBulletinNo.43
で，レッシ （ーlessee）の財務諸表での開示を要求し，1964年9 月のAPBOpinionNo.5
では,AccountingResearchBulletinNo.43 及びAccountingResearchStudyNo.4
で否定的であった使用権の獲得に対しても，資産及び
負債として計上すべきことを明らかにしている。
さらに,1966 年5 月のAPBOpinionNo.7 では，レッサー（lessor）のリー
スに伴う収益及び費用の処理について,financingmethod とoperatingmethod
に分けて明らかにし，次いで1972 年11月のAPBOpinionNo.27 では，製造業
務（manufacturer ）又ぱディーラー（dealer）によるリース会計処理を示し，
翌年OpinionNo.31 で もリース会計処理を扱っている。
これらのリース会計処理を集約したものとして,1976年11月にFASBStatementNo.l3
が公表された。その後，内容は基本的に変わらないが，特殊状況に対応
するため部分的に修正され，又は付加されて現在に至っている。 それらは，FASBStatementNo.22,No.23,No.27,No.28,Na29,No.91,No.98
で公
表されている。
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ところでy ー スの問題 は，法形 式上 賃 貸借契約 を とっ てい るに もかか わら
ず， 実質的 には売買 又は金 融取 引であ る ところ に存 在す る。 ファイナン ス・
リー ス産業 を発達 させた原因は, リー ス資 産 を利 用 す るユ ーザ ーの経済的 メ
リットが大 きい とい われる。その理 由 につ いて，JohnH.Myers は，次の10 項
目をあげ る(1)。1)
他の方法 で は入手出来 な い資産 の利 用獲 得2
） 一一時的 な必要性 を満 たすた め3
） 所有 に よる危険 を避 け るた め4
） 営業 の委託5)
原価把握 の明確性6
） 固定資産獲 得 に伴う制約 の回避7
） 租税優遇 を受 けてい るリース業 者 からリ- スす るこ とに よる不動産税の
排除8
） 購入又 は用役 の利 点獲 得9
） 租税節 約又 は租 税繰延 の利 点10
） 他の財務 的利点 の獲 得
この中で， 最 も大 きな利 点 は租 税節約 と財務的利 点で あ る。 すな わち， 実
質的 にぱ売買 又 は金融取 引 に もかか わ らず， オペ レ ーテ イング リ
て処理 する ところに，租 税及 び財務上 の最 大の メ リットがあ る。FASB
は，レ ッ シー（lessee）の立場 か ら，次 の4 つ の基準 の うち，どれか1
以上 を満 た す場合には, キャピタル ・ リー ス（capitallease ）として認識 し，
資産取 得 と負債計上 の会 計処理 を しなけ れば な らない とす る(2）。1
） リー ス物件 の所 有権(ownershipoftheproperty ）が, リー ス期 間終了
まで にレ ッシー(lessee ） に移転 す る。2
） そのリー スに割安購入選択権（abargainpurchaseoption) がつ いてい
る。・3
） リース期間が,実質的にリース物件の見積 経済年数(theestimatedeconomiclife
）の75 ％以上 であ る。4
） リー ス開始時 点 にお いて，レ ッサー(lessor) に よっ て支 払 われ る費用 を
除 いた最小 リー ス支払額 の現 在価値(thepresentvalueoftheminimumleasepayments
）カリ ―ス物件 の公正価値 額（投 資税額 控除があ れば それ
を控除した） のgo ％以上 であ る。
4y ースに関しては,会計においても経済的実質主義(substanceoverform ）
の観点から，オフ・バランス（off-balance ）を避けるべきであり，これを資
産及び負債として計上すべきことが提唱されている。
わが国においては，リースに関して唯一の会計規制を行っているのは，「リ
ース通達」であるが，「リース通達」は会計基準ではない。「リース通達」の
趣旨は，ファイナンス・y ースが，通常の賃貸借として会計上処理され， そ
れが課税上 も認められると，経済的実質において，実際に購入した納税者と，
リースによって購入したと同様に当該資産を使用で/きる納税者 との間に，課
税上不公平が生じることにある。この課税上の弊害を除去しようとするのが
「リース通達」の意図するところである。
しかし，確定決算基準を前提 とし，会計制度依存性を公準 として掲げる税
務会計学の立場からすると，これはむしろ企業会計上の処理基準の確立が前
提となる。さらに，課税上の弊害を除去する目的で，納税者が処理した賃貸
借処理を否認するためには，同じく税務会計公準たる租税法律主義の立場か
ら，「別段の定め」によらなければならず，「通達」により否認することは税
務会計学上容認できない。 犬
2 。リース通達の意図とその問題点 万
「リース通達」は,1978 年7 月20日付けで「リース取引に係る法人税及び
所得税の取扱について」が発遣され，いわゆるレバレッジド・リースに関し
て「リース期間が法定耐用年数よりも長いリース取引に対する税務上の取扱
について」が,1988 年4 月26日に発遣された。 ＝1978
年「リース通達」は, リース取引の中で賃貸借として取扱うと課税上
弊害があると認められるリースについて，売買として認定するものと前払費
用としで認定するものとをとりあげている。課税上弊害があるとは，明らか
に緻斉的実質からみれば賃貸借ではない,いわゆるファイナンス・リース（finance-lease
）取引に対してである。1978年「リース通達」では，賃貸借とは実質的
に認められない判断基準を次の2 つの要件に求める（197絆「11 ス通達J1 」。1
） リース期間が定められており，そのリース期間中に支払われるリ- ス料
の合計額が，少なくとも,リ ース会社におけるその契約の対象となった物
件（リース物件）の取得価額及びその取引に係る付随費用（リース物件の
取得に要した資金の利子，固定資産税，保険料等 その取引に関連してりー
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乙 ス会社 が支 出 す る費用 を いう。）の額 の合計 額のio お む ね全部 を支弁 す るよ
うに定 め られてい るこ と。2
） リー ス期 間中 にお け る契 約 の解除 が禁 止さ れてい る こ と （解約 禁止条項
が ない契約で あっ て， 賃 借人 が契約違反 を した場合又 は解約 をす る場合 に
おいて， リー ス会 社が リー ス期 間の うち未経過の期間 に係 るリー ス料 の合
計 額のおお む ね全 部 に相 当す る金額 を賃借 人に対 して請求 す るこ とがで き
るこ ととされて い る もの を含 む。）
くこれら2 つ の要件 は, リー ス会 社 に とっ て物件 購入代 金 として支 払っ た金
額（投資額）を全額 リー ス期 間中 に回収 す るこ と（fulトpayout ）が前提 とな
っ ている取 引であ る。 こ れが， 仲介の リー ス会社で はな く直接 製造会社 か ら
リー スす る場 合 には， この関係 が より明 らかにな る。
そこで，同 「リー ス通 達」 は，上 記の2 つ の要件 を満 た し， さ らに次 の各
項且 に該 当す るリー ス取 引 は, リース物件 の引 渡時 点で売 買 と して認定 す る
とい う(1978年「リース通達」2 ）。1
） リース期 間の経 過後 に その リー ス物件 を無 償又 は名 目的 な対 価 に よ り賃
借 人に譲渡 す るこ と又 は無 償 と変 わらない名目的 な再 リー ス料 に よう て再
＼リ ミースす るこ とがy ー ス契 約 において定 め られでい る リー ス取 引 （契約 書
上 それらの こ とが明示 さ れて いないリー ス取引で あっ て， 事 実上， 当事者
間において それ らのこ とが予定 されてい ると認め られ る ものを含 む。）。2
） 土地，建 物，建 物 附属 設備又 は構築物 （建 設工事 等 の用 に供 す る簡易建
物, 広告 用の構 築 物等で 移 設が比較 的容易 に行 い得 る ものを除 く。）を対 象
とするリー ス取引。3
） 機械 装置等で， その主 要部分 が賃借人 にお け る用途， その 設置場所 の状
し
況等に合 わせ て特 別 な仕 様 に より製作さ れた ものであ るた め， リー ス会 社
が その返還 を受 けて再 び他 に賃貸 するこ とが困難であ っ て， その使 用可能
期 間を通 じて 当該賃 借人 にお いてのみ使用 される と認 め られ る ものを対 象
とす るリー ス取 引。4
） 建設工 事 の仮 設資 材 のよ うに賃 借人 にお ける使用又 は消 費 の状況 からみ
てリー ス物件 の特定 が不 可能 と認 められる もの を対象 とす るV ー ス取 引。5
）1 ）か ら4）まで に掲 げ るリー ス取引以外 のリー ス取引で， その リ- ス契約
において!i ー ス期 間カリ ー ス物件 の法定耐用年 数 に比 べ て相 当短 く定 めら
れ，かつ， リー ス期 間の 中途又 はリース期 間の経過後 に賃借人 が そのりー
6ス物件 を購 入す る権利 又 は義務 （購 入選択 権卜 を有 す る旨定 められてい る
もの （リー ス契 約 におい て， 賃借 人が購 入選択権 に基づ き当該 リー ス物件
を購 入す る場合 の対 価の額 が定 め られてい るリー ス取 引で， その対価 の額
が その リー ス物件 につ き法定耐 用年 数 を基 礎 とし て定額法 により計算 した
その売買 の時 におけ る未償却残 額 に相 当 す る金額以上 の金 額 とされてい る
ものを除 く。）。
但 し,「 その賃借人 におけ る当該 リー ス物件 と同一種類 のリー ス物件 に係 る
既往 の リー ス取引 の状況， 当該 リー ス物件 の性 質 その他 の状況 か らみて， リ
ー ス期 間の経過後 に当該 リー ス物件 が リー ス会 社 に返 還 さ れ， 又は廃棄 され
るこ とが明 らか な場合 には， その リー ス物件 に係 るリー ス取引 につい ては，
売 買 として取 扱 わないこ とがで き る。」（197絆「リース通達」2の前文）とあ るか ら，
契 約上 リー ス物件 の所有 がレ ッサ ー（lessor ）にあ るこ とを明確 にし，リー ス
物件 には所有権 を表 わすラベ ル を貼 り，ユ ーザ ー（lessee）に有 償又 は無 償 に
限 らず リー ス物件 の譲渡 をし ない こ とを契約上 明示 す れば，売買 として認定
さ れな いこ とにな る。
例 えば, リー ス期 間が5 年で, リー ス物件 の法 定耐用年 数11 年（定率0.189 ）,
リー ス料総額￥9,600,000 （年 額￥1,920,000 ），リー ス会 社の リー ス物件取 得
原価 ￥8,400,000 として，こ れを通 常の賃 貸借契 約 とし て認定 す る と"7. ザ
ー（lessee ）は，毎年￥1,920,000 の賃借料 を支払 い こ れを損金経理 し，リー
ス会 社（lessor) は賃 貸料 を益 金 として計上 し, リー ス物 件の減価償却 費を損
金 とし て計上 す るこ とにな る。 しかし， 実質 的 にみ れば，ユーザ ー（lessee）
ぱ√ リー ス物件 の選 定，機 能変更， 特 別仕様 か ら維持管 理 まで すべ て行っ て
お り， その意味で は実質的購 入者 と変 わ りは ない。 従っ て， 売買 と認定 さ れ
た場 合 には， 減価償 却費の損金計上 は, リー ス会 社で はな くユーザ ーがしな
け れば な らな い。売買 認識 によ る会 計 処理 は次 の ようにな る。
〈ユ ーザ ーの処理〉
資 産8,400,000
支払手数料
未 払 金
減価償却費
240,000
1,680,000
1 ，587,600
????
?
資 産
8,400,000
1,920,000
1,587,600
現 金1.200,000
?
?
」
?
?
?
料
益
840,000
360,000
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〈リース会社の処理〉
資 産8,400,000
延払 譲渡未収 金9,600,000
?
?
渡 原 価8,400,000
金1,920,000
延払譲渡利益控除 960,000
現 金
延 払 譲 渡 高
資 産
延払譲渡未収金
繰延延払譲渡利益
8,400,000
9,600,000
8,400,000
1,920,000
960,000
売買 としての要件 に該 当し ない リ- スで ， リー ス期 間がV ー ス物件 の法 定
耐用年数 に比 べて相当短 い場 合 には， リー ス料 の一 部 を前払 費用 として取 扱
う とす る(1978年「リース通達」3)。 その場合 の，相 当短 いか否 かの判断 は法定 耐
用年数の100 分 の70 に相当 す る年 数 を下 回 る期 間であ るか否 か によ る(1978年リ
ース通達)3(2))。 なお， 法 定耐用年 数 が10 年 を超 え る ときは100 分 の60 とな り，
一年 未満 の端 数は切 捨 てて判断 す る。
しかし， 前払費用 として認定 す るこ とは, リー ス期間 におけ る賃借料 と再
リー ス期間 におけ る名目的 な賃借料 を平均 化 し， 適正賃 借料 に基 づ いて損 金
額 を算定 しよう とす る ものであ るか ら，再 リ ース期 間が最初 か ら存在 しない
リー ス取 引 には適用で きない。
例 えば, 基本 リー ス期 間 が6 年, 基 本 リー ス期 間のリー ス料 が￥1,200,000,
再 リー ス期 間が3 年, 再 リー ス期 間の リー ス料 が￥120,000 ，リ- ス物件 の法
定耐 用年数が11 年であ れば， 相 当短 いリー ス期 間 に該当 する。 この場合， 税
務上の適耳デ|リース額はY840,000 となり,基 本リース期間においてぱ,毎年￥360,000
が前払費用 とし て処理さ れ る。 こ の会 計処 理 を示 す と次 の ようにな る。
〈ユーザ ーの処理〉
?
?
借 料
払 費 用
〈リース会 社の処 理〉
現
840,000
360,000
金1,200,000
8リースを利用した資金捻出方法として,セール・アンド・リースバック（sale-and-leaseback
）がある。いままで使用してきた経営上必須の資産を売却し，
同資産に賃貸借契約を締結することにより，継続して使用収益することがで
きるというものである。これに対して,1978 年リース通達は，「所有していた
中古資産をいったんリース会社に譲渡した上，これをリース契約により賃借
した場合において，その一連の取引が取引当事者の意図，取引物件の内容等
からみて実質的に金融取引と認められるときは，当初からその譲渡がなかっ
たものとして取扱う。」（1978年リ ース通達j6 ）とする。これは，税務会計上の
問題 というよりは，むしろ企業会計上の問題である。なぜなら，リース・バ
ックの意図は，明らかに売却益の計上にあるからである。税務上は，一種の
譲渡担保として捉え,売却とリース・バックに実質的関連性が認められれば，
これを金融取引 として認定し，譲渡益課税を行わないというものである。
例えば，取得価額＼7,600,000, 帳簿価額￥6,745,000 （法定耐用年数8 年）
の資産を売却し，これをリース期間5 年, リース総額￥8,000,000 （年リース
料￥1,600,000 ）でリース・バックした場合をとりあげよう。税務上，この取
引は金融取引 と認定され,リース料総額￥8,000,000 から帳簿価額￥6,745,000
を控除した金額が利息と認定される。リース料に占める利息と借入金の関係
を表にすると次のようになる。なお. 利息は級数法によった。
????
?
??
支 払 利 息
502,000
376,500
251,000
125,500
1,255,000
借 入 金 返 済1,600,0001,098,0001,223,5001,349,0001,474,500
6,745,000
リ － ス 料1,600,0001,60 , 001,600, 01,600,0001,600,000
8,000,000
これをセラー(seller ）とバイヤー（buyer ）の会計処理として示すと次の
ようになる。
〈セラー（lessee ）の処理 〉
（第1 年度）
現 金
借 入 金
減価償却費(
第^ 年度)
借 入 金
支 払 利 息
減価償却費
6,745,000
1,600,000
855,000
1,098,000
502,000
855,000
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?
?
?
??
?
?
?
?
〈バイヤー（lessor）の会計処理〉
（第1 年度）
貸 付 金
現 金(
第2 年度)
現 金
6,745,000
1,600,000
1,600,000
現
貸
金
産
付
金
金
貸 付 金
受 取 利 息
6,745,000
1,600,000
855,000
1,600,000
855,000
6,745,000
1,600,000
1,098,000
502,000
税務会計学上，賃貸借の法形式をとっているファイナンス・リース取引を
否認して売買又は金融取引 と認定する根拠は， それが真実・公正な課税所得
を構成せず，従って課税の公平性が害される場合である。特に，リース期間
を法定耐用年数よりも短く設定して，リース料を損金計上する処理は，ユー
ザーにとっては大きな租税節約になる。かかるリースの弊害を除去しようと
したのが,1978 年の「リース通達」であった。
ところが，法定耐用年数を超えるリース期間を設定するいわゆるレバレッ
ジド・リース（leveraged-lease ）が出現した。このレバレッジド・・;ー スも
ファイナンス・リースとして捉え，売買又は金融として税務上取扱うという
のが，1988年の「リース通達」であ る。
レバレッジド・リースとは, リース物件価額の70％から80％の資金を借入
れることによりレッサーの多額の資金調達を容易にし， その上税務上定率法
償却により最初の数年間損失を計上することによって余裕資金を運用できる
というメリットをもたらす。故に，レバレッジド・リースにおいては，常に
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複数による投資家のグループによってリース物件が提供される。この種のリ
ースは，通常1 社では調達できないほど高価なy ース物件（航空機等）のリ
ースにみられる。1985
年に生まれたというわが国レバレッジド・リースの仕組みは,「まず製
造者から物件の所有権を原購入契約譲渡契約に基づ きわが国のリース会社が
取得した後， それぞれのリース会社が探してきた複数の投資家（企業）に一
定の持分を売却する。持分の譲渡を受け所有者となった複数の企業は，ユー
ザー＝レッシーにリースを行なう。（3)」
投資家を募 る方式 として，わが国においては民法上の組合方式と商法上の
匿名組合方式がある。組合方式では，各当事者が出資して共同の事業を営む
ことになるから（民法667)リース物件は共同名義になり各組合員が個別にリー
ス損益を計上することになる。匿名組合方式では，出資者は営業により生ず
る利益の分配だけを約することにより成立するから（商法535）組合員の出資額
は営業社の財産となり，出資者はV ースに関して第三者に対して権利義務を
有しない。 わが国で，よく採られている方式ぱ，この匿名組合方式である。
レバレッジド・リース（leveraged-lease）は，通常法定耐用年数よりも長
いリース期間を設定する。そこで,1988 年の「リース通達」では，リース期
間が法定耐用年数の100分の120 に相当する年数を超え，さらに次の4 つの要
件を満たすものは,賃貸借ではなく売買又は金融取引として認定するという。
金融取引 として認定する場合は，新購入資産のリース・バックが予定されて
いる。4 つの要件 とは次のとおりである（1988年「リー ス通達」！）。
山 リース物件が一旦賃借人において取得された上で その賃貸借を行うこと
を条件に賃貸人に譲渡されたものであること，又はリース物件を賃貸人が
直接取得した上で賃借人に賃貸する形式を採るものであっても，その選定，
メーカーとの交渉が賃借人において行われているなどその取得が実質的に
賃借人において行われていると認められるものであ ること。
（2） リース期間中のリース料の額の合計額が賃貸人におけるワ- ス物件の取
得価額及びその取引に係る付随費用の額の合計額のおおむね全部を回収す
るものとして算定されていること。
（3） リース期間中におけるリース契約の解除が禁止されていること，あるい
は中途解約をする場合で も，賃借人が, リース期間のうち未経過期間に対
応するりース料のおおむね全部を支払うことになっているか又はそのりー
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ス物件 につ き引取 りをす るこ とが明 らかな こ と。(4)
リー ス契 約 の中 に， 賃借人 が公正 な市場価額で リー ス物件 を購入す る旨
の条項( 公正市場 価額条項) が付 されてい ないこ と。
これらの要 件 の中で,(1)(2)(3)は通 常のフ ァイナン ス・ リー スの特徴であ り，(4)
は1978 年 リー ス通 達で は購入選択権の有無 を要件 とし ていた が， これに公
正 市場価 額 の概 念 を入 れた もので あ る。 ところで， これ らの4 つ の要件 を満
たす とい うこ とは， 実質的 にみ れば， ユ ーザ ー に所 有権 が移 転 してい るもの
と認識で きる。 公正 市場 価額条項 があ る とい うこ とぱ， 公正 市場価額が残 リ
ー ス価額 より も高 ければユ ーザ ーは購入 しないだろ うし， 公正 市場価額が残
リー ス価額 よ り低 け ればレ ッサ ーが売 却 しないだろ う という こ とが前提条件
として予定 さ れてい る。
そこで， 公正市 場価額 が付 さ れてい る場 合で も， 次 の すべ ての要件を満た
さ ない ときは， 公正 市場価額条項 が付 さ れていない もの として取 り扱 う とさ
れる(1988年「リース通達」1 注3)。
イ リー ス物件 の リー ス期 間終 了時 におけ る市場価 額 が残 価( リー ス料の算
定法 に当 たっ て取得価 額及び その取引 に係 る付随 費用 の額の合計 額の うち
リー ス料 として回収 しない こ ととした金額 を いう。)を上 回 る可 能性 が高い
と認め られ るこ と。
ロ 賃借人が リー ス物件 を購入する権利 若 しくは義務 を有 す る場 合 において，
当該権利 の行使若 し くは当該義務 の履行 をす る とき又 は賃 貸人 がリー ス物
件 を引取 る場合 の いず れにおい て も， 残価 と市場価 額 との差 額 につ いてい
かなる精算 又 は調 整 を もしない こ とが明 らかで あ るこ と。
ノ ゝ リース期間がリース物件の使用可能期間よりも相当短いこと。
このうち，ハの使用可能期間よりも相当短いとは，4 分の3 以下の期間を
いう。
例えば，法定耐用年数が10年（定率0.206）のリース物件を（使用可能年数20
年リ ース期間15年で,V ース料総額￥120,000,000（年リース料￥8,000,000）,
リー不営業社の物件取得価額￥102,000,000 とした場合の,賃貸借 と売買との
関係を表すと表1 のようになる。
この表によれば，レバレッジド・リース（leveraged-lease ）においては，
リース営業社又は投資家集団において，定率法による減価償却費を計上する
ため，最初の5 年間の利益が赤字になる。 その後は，除々に黒字に転化する
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が，結局投資によって租税を繰延べることになる。この租税節約分が，リー
ス料にも跳ね返りユーザーにとってもメリットがあるといわれる。 ニ
くユ ーザー???????
﹈??
?
???
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合計
(Lessee) 〉
リ ー ス料8,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,0008,000,000
120,000,000
物件価格6,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,0006,800,000
102,000,000
手 数 料1,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,000
18,000,000
（表1)
償却限度額21, 12, 016, 83,52813,258,57210 527 128 362 776 639 7925 274 124 2 2 4 3 319 8962 647 512
91,927,500
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〈 リー ス営業 社 又 は投 資 家 集 団 （Lessor ）〉
年 度 リ ー ス 料 収 入 減 価 償 却 費1
＼8,000,00021,012,00028,000,00016,683,52838,000,00013,258,57248,000,00010,527,01258,000,0008,362,77668,000,0006,639,79278,000,0005,274,01288,000,0004,202,40098,000
。0003,319,896108,000,0002,647,512118,000,000128,000,000138,000,000148,000,000158,000,000
合計120,000,000 91,927,500
営 業 利 益
－13 012,000
－8,683,528
－5,258,572
－2,527,012
－362,7761,360,2082,725,9883,797,6004,680,1045,352,488
延払 譲渡利 益1,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001,200,0001
，200,0001,200,0001
，200,0001,200,0001,200,0001
，200,0001,200,000
18,000,000
しかし，実質的には売買と認識しなければならないから，ユーザー側でリ
ース物件の減価償却費を計上することになり, リース営業社又は投資家集団
においては，販売基準による収益の一括計上か，延払条件付譲渡の処理のど
ちらかが選択できる。延払条件付譲渡の処理によれば,初年度から毎期￥1,200,000
の譲渡所得が認識される。延払譲渡の処理を選択しなければ，最初の年度に
￥18,000,000 の所得が認識されることになる。
ユーザーは，賃貸借であれば，v ース料￥8,000,000 が毎期損金として認識
されるが，実質的には売買なので，資産価額￥102,000,000 のV ース物件を購
入し，リース料のうち￥1,200,000 と減価償却費が損金 として認識されること
になる。実質認識による会計処理を示すと次のようになる。
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〈ユ ーザ ー （lessee）〉
?
??
?
?
?
減 価 償
数
却
産102,000,000
金6,800,000
料1,200,000
費21,012,000
?
?
??
?
102,000,000
8,000,000
資
〈リース営業社又は投資家集団（lessor）〉
資 産 」02,000,000
延払譲渡未収金120,000,000
延 払譲 渡原価102,000,000
現 金8,000,000
延払譲渡利益控除16,800,000
産21,012,000
現 金
延 払 譲 渡 高
資 産
延払譲渡未収金
繰延延払譲渡利益
102,000,000
120,000,000
102,000,000
8,000,000
16,800,000
リース通達は，要件を提示することにより， それらの要件に該当するV-
ス取引を売買又は金融取引 と認定しようとする。しかし，問題は，「通達」に
よって否認できるかどうかという点と，実質課税という実質による認定を出
発点としていながら，結局形式要件にとらわれてしまった点にある。このこ
とぱ，現実のリース期間が，リース物件の法定耐用年数の70％から120％の範
囲内で意識的に設定されていることからもうなずける。
3 。リース取引の実質的性格
ファイナンス・リース（finance 一lease）は，法形式上賃貸借契約をとって
いるが，実質的にぱ賃貸借ではない。 それでは，いかなる取引 と認識すべき
かについては定説はない。しかし，ファイナンス・リース取引は，法的実質
からみるとに賃貸借ではなくむしろ金銭貸借取引であり，経済的実質からみ
ると賃貸借取引ではなくむしろ売買取引 といえる。
しかしながら，ファイナンス・リースは, リース物件により異なるリース
契約が結ばれ，必ずしも明確な一線を引きにくい面がある。故にリースは，
種々の側面を同時に兼ね備えている複合取引といえる。 その中で，ある側面
を重視して捉えることにより，色々な説が生まれる。一般には，特殊賃貸借
説，実質金融説，実質割賦購入説，使用権設定説の4 つの説があるという(4)。
特殊賃貸借説とは，賃貸借ではあるがいくつかの点で特殊性が見られるた
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め， 賃貸借の特殊 な形 態 とみ る。 その特殊性 とは， リー ス期 間中 に物件価 格
の概 ね全部 を回収 す るこ とが予 定 さ れてい るこ と（fulトpayout-method),
中途 解約禁止条項 があ るこ と， 中途解 約 の場合 には残 リ ー ス料 の全額 を回収
す るための特 殊 な損害違約 金 の特 約 があ るこ となどであ る。 この説で は， 特
殊 な賃貸借であ る と捉 え るが， 実は この特 殊性 は賃貸借 とは明確 に異な る要
件で あ るこ とを意識 していな い。
実質金融説 とは, リー ス料 は, リー ス会 社 （lessor ）のユ ーザ ー （lessee ）
への融資 に対 す る元利 金の均 等 分割 払 いで あ り, リース物件 は譲 渡担保物件
で あ ると捉 える。セール ・アンド ・ リー スバ ック（sale-and-leaseback ）に
お い ては， 明 らかに金 融取 引 として実質的 に捉 えるべ きで あ るが， 他の リー
ス取 引 において は確 かに金 融的側 面 があ るこ とを否 定で きないが， さ り とて
全てのリー スを金融取引 として認識 す るこ と も適 当で は ない。
実質割賦購 入説 とは, リー ス料 をユーザ ー（lessee ）の物件購 入代金 の分 割
払であ ると捉 える。所有権 が移転 しない のは, リー ス会社（lessor）のユ ーザ
ー(lessee ）に対 す る売却 債権 の担保物 件（所有権留保物 件）とみ る。物件 に
よっ ては，全て のリー ス物件 が, 最 終的 にユ ーザ ー に帰属 す るわけで はな い。
実際 の契約 にお いては，「リー ス通達」の影 響 もあ り，物 件 は必 ず リー ス会 社
に返 還す るよう契約上 明文化 さ れてい るもの もあ る。
実質的 にみ る と， リー ス取引 は明 らかに使 用権 を獲 得 してい るた め， 割賦
購 入したの と同様の経済 的効果 を有 し てい るこ とは確 かで あ る。 しか し， 契
約 の法的 実質性 か ら見 れば， 返 還 を条件 にしてい るこ と，又 中途 解約 によ り
物件 を返還 して も， 残 リー ス料 の支払 いが強制 さ れるこ とは， まさ に金融的
性格 が強い とい える。 に もか か わらず， リー ス物件 の占有的使 用 とい う経済
的実質 からみれば， この割賦 購 入説 はか な り有力 とい える。特 に， 税務会 計
公準 た る課税 の公平性 の要 請 に基づ く実質課税 の論理 か ら容認 さ れう る。
使用権設定 説によ る と， リー ス契 約 とは使用権又 は利 用権 に対 す る対価 の
分割 払であ る とす る。づ ー ス会社（lessor ）には，使用権 のない所有 権が成立
し，ユーザ ー（lessee ）には所 有権 の ない使用権が成立 す る。リー ス料 は，リ
ー ス会 社のユーザー に対 す る占有的 使用 のた めの物件購 入取 得価額 の対価 と
さ れ る。これは，法的形式 を 尊重 しなが ら，ユ ーザ ー（lessee ）の使 用権を資
産認識 し， リー ス未払金 を負 債 として認識 しよ う とす る もので あ る。
こ れらの説 において, リー ス契 約 の法形 式 を重視 す るのが，特 殊賃 貸借説
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と使用権設定説で，前者は特殊性は認めるが処理上は通常の賃貸借であるの
に対し，後者はリース期間中の占有的使用権を資産 として認識すべきだとす
る。前者は，わが国のリース会計実務であり,リースを資産化(capitaトlease)
するための会計処理の根拠として後者がとられる。
会計の機能は，本来経済的価値変動を正しく認識し，測定し，伝達するこ
とにあり，法的関係を認識・測定するものではないが， 第三者 との取引で経
済価値変動が生ずる場合には，法的にいかなる契約によっているかにより，
会計処理上の認識・測定は少なからず影響を受ける。私法的自治の原則は，
租税法においても守られなければならないが， それは当該取引による所得が
真実・公正な課税所得概念の枠内にある場合に限られる。
真実・公正な課税所得概念から見れば, リース取引は賃貸借取引 という法
形式を巧みに利用した租税回避に近い取引といえる。実質課税の実質とは，
本来「実質に含まれる人間関係を捨象して経済的現実を重視する考え方であ
るo(5)」
しかし，経済取引自体人間行動であり，契約 という法形式もまた現実的経
済行動を相互 に規制する人間による経済的意思表示の表れである。その意味
では，完全に人間関係を捨象した経済的現実を捉えることは困難であり，も
し捉えることができたとしてもそれが真実・公正とは限らない。しかし，実
質主義の( 着眼点は契約の背後にある取引の実態であるノ6)」
リース判例においても，契約の背後にある実態から，単なる賃貸借ではな
いという判断がむしろ定着している。法的形式は賃貸借で も，法的実質性か
らみれば明らかに賃貸借ではない。裁判上問題になるのは，リース契約がな
んらかの理由で解除された場合である。例えば次のような裁判事例がある。
リース期間の途中で, リース物件に瑕疵があり， その上台風水害のためリ
ース物件の使用が不能になった。借主(lessee) は，使用不能を理由にリ- ス
料の支払いを拒絶したが, リース会社ぱ，残リース料に相当する規定損失金
を支払わなければ契約は解除しないと主張した。これに対し，大阪地裁は借
主に残y ース料及び遅延損害金を支払うよう命じた(1976年3月26日大阪地裁判決)。
この判例は，リース契約が物件の賃貸借という形式をとってぱいるが√実
質的には物件の賃貸借契約ではないことを判示したものである。物件の瑕疵
に対する損害賠償責任は，リース契約上借主と物件提供者 との関係において
生じる。しかし，物件の売買は形式上物件提供者(manufacturerordealer)
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とリース会 社で はあ るが, リー ス会 社の 目的 は実質的 には物件 の賃貸借で は
なく，投資金額の全額回収 にあるから,物件 に瑕疵 があって もリー ス会社（lessor）
が責任を負 わな い とい う免 責条項 を契 約上 設定す る。
リー ス契約 にお いて は，「物件 の引 渡 しを受 けた後, 所 定期 限 まで にこ れを
検 査 した上， 右物件 に瑕疵 あ るときは， これを直 ちに貸 主 に通知 し，或 は貸
主 に交付 すべ き借受証 に その 旨を記載 した場合 にお いて は， 貸主 は貸与物 件
の売 主に対 す る損害賠 償請求 権 を借主 に譲 渡 するが，借 主 が右通 知 を怠 っ た
ときは，物件 は完全 な状態で 引渡 さ れた もの とみ なさ れ， 借主 は以 後一切 の
苦 情を述べ るこ とがで きない。 物件 の隠 れた瑕 疵 につ い て も同様で あ る／7）」
リー ス契約 にお いては， この よ うに物件 の瑕 疵 につ い では， リー ス会 社が
買主 た る損害賠 償請求 権 を行使 せず， こ れを借受証 に記 載 した場 合 のみ， 借
主 に買主 たる損 害賠 償請求権 を譲渡 す る条項 がみ られ る。 この こ とは， 実質
的 にみれば， リー ス会 社 ぱ物 件 の所有権 者た る損害賠償 請求 権 を最 初 か ら放
棄 してい るこ とを意味 す る。従っ て，物件瑕疵 に対 す る損 害賠 償 について は，
借主(lessee ） が直接 物件提供 者 （manufacturerordealer ） と交渉 しな け
れば ならない こ とか らみ れば， 経済的 実質上 レッシー は， リー ス物件 を購 入
したの と同 じであ り， リー ス会 社 は物件購 入の融資 をした こ とに なる。 その
意味で中途 解約禁 止条項 の存 在 も首肯で きる。
ところで， 問題 は，所 定 の借受 証 に記載 のない場合 に は， リー ス物件 が完
全 な状態で 引渡 さ れた もの とし て， リース会 社が一切 の 責任 を負 わない とい
う免責特約 が， 法契 約上 有効 か否 かであ る。 リー ス物件 の瑕疵 が判 明 し，使
用不能の場 合， 当然 なが ら契約 内容 に違反 す るわけで あ るか ら， 借主は賃貸
借契約であ れば何時 にて も契約 解除を請求で きる（民法617）。もし，売 買であ れ
ば, 隠れた る瑕 疵 あ りた る ときは売主 に瑕疵担保 責任 が生 じ（民法570） 商法で
は隠 れた る瑕疵 につ い ては6 ヵ 月以 内の通知 の規定があ るが， 悪 意のあ る売
主 には適 用さ れない旨 の規定 があ る（商法526）。
これに関 して次 の よ うな判例 があ る。 借主 は， 電算機 シ ステ ム一 式 をリー
ス物件 としてV ー スしたが， 途 中で 故障が多 く瑕疵 のあ るこ とが判 明 した。
そこで，借主 は リー ス会 社 に解 約の申入 れをし, リー ス会 社 は こ れを受 けて
契 約を解除 した。 しか し， 原告 リー ス会 社 は，契約解 除 によ る約定 損害金 と
遅延損害金 （年15 ％) の支 払命令 を東京地裁 に提訴 した。
被告ユ ーザ ーは, リー ス契 約 におけ る免責特約 はユーザ ー に とっ てあ まり
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にも不利な特約であり，かかる条項は単なる例文にすぎず，法の信義誠実の
原則及び公序良俗に違反し無効であると主張した。判決は，民法570条，民法566
条，商法526条はいわゆる任意規定であり，免責特約は有効であると/して
被告ユーザーにりー戈会社の請求する約定損害金を支払うよう命じた（1982年6
月22日東京地裁判決）。
地裁の判決は次のようにその理由を述べる。「瑕疵担保責任比関する民商法
の規定は任意規定であって契約者当事者間でこれを排除する合意は有効であ
ると解されるところ，原告は各種機械等のリースを専業 とする会社であるこ
とは，当事者間に争いがなく，また，本件リース契約は実質的に被告会社ら
に対する金融的機能を営むものであり，原告に本件電算機の瑕疵に対する能
力がないことから， その瑕疵等に関する免責特約を締結する必要があること
は，前掲甲第一号証及び弁論の全趣旨によりこれを認めることができる(8)。」
この判例においてぱ, リース契約は実質的に金融取引であるとし，残リー
ス料 と遅延損害金の支払い義務が借主にあるとした。法契約からすれば，リ
ース契約はレッシー（lessee）とレッサー（lessor）との契約であるから，こ
の両当事者においては，実質的に金融取引とみなければならない。
しかし，これをリース物件からみると，レッシーは，特殊仕様の注文物件
を直接メーカー（manufacurer ）から獲得している。そのうえ，当該物件の
保守管理はレッシーの責任であるから，経済的実質からみれば，明らかに物
件購入と同様の使用収益をリース物件から得ていることになる。 もし，隠れ
たる瑕疵により契約解除になった場合で も，かかる損害賠償請求はレッサー
から請求権を譲受けてメーカーに請求することになる。税務会計認識におい
ては，かかる経済的実質から減価償却の計上をユーザーにおいて実行すべき
ものと判断する。この点，法的実質 と経済的実質では，認識が異なる。
ただ,経済的実質からみても金融的取引と見なければならないことがある。
リース・バック(sale-and-leaseback ）やリース物件の価額に比較して異常
に高額なリース料総額の場合がこれに該当する。物件価額に比較して異常に
高額なリース契約は，通常のリース契約ではないので，かかるリース契約は
無効であるという判断がなされた事件がある（1982年4月26日東京地裁判決）。
借主は，仲介者から3,000万円の融資を受けることになったが，その仲介者
カリ ース会社に融資させることを提案し， そのためにはなんらかのリース物
件を必要とした。 そこで，借主が病院であったため血液分析装置をリース物
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件 とした。 しかし， その装置 は採算 が とれ る もので なか っ たので，借主は保
守管 理 も行 わず その まま放置 した。 リー ス契 約で は, リー ス期 間60 ヵ月, リ
ー ス料 月額118 万7,000 円で あった。
リー ス契約 後,1 年2 ヵ月後 か らリー ス料 が支払 われ な くなった ので， リ
ース会社 は契 約 を解 除 し， 債務不 履行 による損 害賠 償請求 訴 訟を起 こした。
被告 の主張 は，リー ス物件 の価額が せいぜ い1,000 万 円程 度で あ るこI, その
物件価値 と利 息制 限法 を適用す ると，既 に元 利 合計 は支 払っ てい るこ と， 他
の連帯保証 人 は， 当初5,500 万円 と信じ ていた物件 が 実 は1,000 万円程度であ
っ たこ との錯 誤，及 び署名の段階で金銭 貸借契 約 との錯 誤 がめっ たこ とを主
張 し，契約 の無 効 を主張 した。
これに対 し， 判決 は，契 約時6 年前 の製造時で 「当時 の価 格は二， 八〇〇
万 円前後 と推 認で き る。 してみ る と，昭 和五 二年 当時， 本件物 件 をリース物
件 として， リー ス料総額七， 一二二万円， 規定 損害金 の基 本額五，五 〇〇万
円 とするような リー ス契約 が締 結 され るこ とは， とうてい正 常な取 引 とい え
ないい9)」 とし， 原告 の請求 を棄 却 した。
七かし,し この判決 は， リー スの実質性 を看 過 した もので あ り， レ ッサーの
目的カリ ー ス物件 に関係 なく投資額の全額回収 にあ るこ とを見 過ご したため，
誤っ た判断 を し てし まっ た。 この リー ス契約 は， 最初 か ら金銭 貸借契 約を秘
匿 す るための契約 で はあっ たが， 法的 に も又 経済 的 に もその実質 は金銭貸借
契約であっ た と解し なければ な らない。
このよ うに リー ス取 引 は，法形 式上 は賃貸 借契 約 を とっ てぱい るが， 実質
的 には金融機 能 と売買機 能 を と もに有 す る複雑 な取引で あ る。 リー ス物件 に
瑕疵 がな く， リー ス料 が リー ス期 間満了時 まで滞 りな く支 払 わ れる限 り，ユ
ーザ ー もレ ッサ ー も賃貸借であ るこ とを強調 す る。 しか し, リー ス期 間の途
中で契約が解 除 さ れる と， レ ッサー は免責条項 を盾 に金 融的側面 を強調 し，
レ ッシーは賃 貸借であ り免責条項 ぱ無効であ る と主張 す る。 多 くの判例 は，
法 的 実質か ら判 断 して リー スの賃貸借性 を否 定 七金融性 に基 づ いた判断 をし
てい るとい える。
税務会計学 は，法形 式 に依存 した会 計処理 を前提 とし，法 的 実質性 も勘案
しなが ら，真 実・公正 な課税所得 を認識 ・測 定 し よう とす る。 かか る税務会
計 認識 にお いて，認識基準 とし て作 用す るの ぱ，「実質 主義」で あ り，その認
識 要件は， 公平 的 中立性， 負担 能力性 及 び経 済的 実質性 で あ る。 こ れらの要
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件を満たすリ一久の実質に基づいて，リースの課税を的確に判断しなければ
ならない。
4 。租税 法律主義か らみ た通達 課税の問題点
会計 の認識基 準 とし て，「企業 会 計原則」ぱ，発生主義 及 び実現主 義を提 唱
してはい るが， 発生 主義 は個 別 認識基準 としては不適格で あ り， 実現主 義 は
もっぱ ら未 実現利 益 を排 除 す る基 準 として位 置づ け られてい るた め，会 計認
識 の要件 とし て経済 的 実質の思 考が み られない。J 。 。
少 なくて も経済的 実質 思考（substanceoverform) の判断 要件 が ない限 り，
会計上利 用権 を貸借対 照表 に資産 として計上 しよ うとす るい かな る基準 も生
まれ得 ない。故 にわが国 の会 計 実務上， ファイナン ス・リー スで あっ て も賃
貸 借 とし て処理 す る慣 行 が定 着 し てい る。 こ れに対 す る唯一 の歯 止 め として
作 用し ているのは,1978 年及 び1988 年の 「リー ス通達」 で あ る。
「リー ス通達」 によ り, リー ス業 界 に自粛が起 こ り， 節 税の みを 目的 とす
る極端 な リー ス契 約 は影 を潜 め るにい たっ た。 その意味 で， わが国 のリー ス
産業 に多 大の影響 を与 えてい るこ とは事実であ る。しか し，「リー ス通達」 も
また税務会計 学 か らみ れば， 認識 要件 の設定 に問題 があ る。 つ まり，実質 的
に判断 しなけ れば な らな い ところ を， 形式基準 を もっ て 認識 要件 を設定 して
し まっ た こ とで あ る。 従 っ て， この形式基 準 を外 すた めに新 た な且 つ 複雑 なく
リー ス契約 を次 か ら次 と生 じ さ せ るこ とになっ た。 た とえば， レバ レ ッジド
・ リー ス（leveraged-lease ），メン テナン ス・ リー ス（maintenance-lease ）,
パ ッケジド ・ リー ス （packaged-lease ） な どで あ る6 づ
さらに，「リー ス通達 」は，フ ァ イナン ス・V ー スを実質 的 に認 識 しよ う と
す るので はな く， リー スを オペ レ ーティング・ リー ス と捉 えに オペ レー ティ
ング ・リースの中か ら， 一 定 の形 式 要件 を満たす ものを売 買て は金 融取引 と
して認定 しよ う とす る。 税 務会 計 学 におけ る実質課税 の論 理 か らい えば， リ
ー スをファイナン ス・ リー ス とし て捉 え， リー ス と認識 するた めの要件 を経
済 的実質 の観点 か ら設定 しな け れば な らない。
税務通達 は， 税務行政 上 の示 達で あ り納 税者 を拘束 す る もので はない し，
裁判 にお け る判断 論拠 ともな り得 ないが， 税務 行政上 この よう に扱 うとい う
行政判断 が公表 さ れ るこ とに よ り， 一定 の抑 止力があ る と共 に税 務行政上 の
慣行 として定着 す る虞 があ る。 とい うめは，「現実 の税務 行政 は，通 達を根拠
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とし て行 われてい るか ら，納 税者 の方で 争 わない限 り， 通達 に従っ て処分 が
確 定 す 心。 すな わち，通達 は， 事 実上 国民 を拘 束 し，法 源 と同様の機能 を働
か し てい る。(10)
しかし， こ れは税務会計公 準た る租税法 律主義 に違反 す るこ とは明 らかで
あ る。税務会計 学上 の認識 は， 真実 ・公正 な課税所 得を計測 す るた めに実質
課税 の論理 に基づ くべ きこ とを基本 とす るが， 実質 課税 に名 を借 りた税務官
庁 の独断的・恣 意的判断 を擁 護 す る もので はな い。 税務 行政上， 実質課税 に
よ る認定をす るた めには， 当該 課税要件 が租 税法上 明文化 さ れてい るこ とを
必要 とする。 こ れが租税要件明確 主義で あ る。
通 達 には，法 令 の解釈又 は運 用の基 本的事項 につ き一 般的取 扱方針を定 め
た解 釈通達た る「基本通達」 と， 特 定 の個 別 問題 につ い て租税上 の取 扱を周
知 徹底 させ るた めに発遣 さ れる 「個 別通 達 」 とがあ る≒ 「 リー ス通達」 は，
後 者 の「個別 通達」 に該 当す る。 個 別通 達が， 具体的 に税務 指針 として作 用
す るためには， その根拠 が租 税法又 は租 税慣習 に存在 し， その一定の枠 の中
で の確認的示達で なけ れば な らないレ1978
年7 月20 日，「リー ス取引 に係 る法 人税 及 び所得税 の取扱 いについ て」
とい う個別通達 が発遣 さ れた。この通達 の発遣 趣 旨 につ いて同通 達は，「現在
広 く一般 に行 われてい るい わゆ るファ イナン ス・ リー スにつ い ては， その経
済的 実質 にお いて一般 の賃 貸借 と異 な る面 を有 してい る ところか ら， これを
一般 の賃貸借 と同様 に取 扱う こ とに課 税上弊害 のあ るもの も認 められるので ，
個 々のリー ス取 引 の経済的 実質 に応 じ て これを売買取引 等 として取 扱 うこ と
とし，その処理 の統一を図 るこ と とした もので あ る。」（1978年「リース通達」（趣旨））
と， 述べ る。
しかし， 課税上 いかな る弊害 が あ るかの具体 的認識 もな く， ファ イナン ス
・ リー スの明確 な定義 もない まま，通 達 を根 拠 にして課 税当局 が賃 貸借取引
を否 認し売買等 として税務認定 し， その認定 に基 づ き課 税す るこ とは可能で
あろ うか。否，これは，「現 行 の租税 を変更 す るには，法 律又 は法律 の定 め る
条件 によ るこ とを必要 とす る。」（憲法84）とい う憲法 に明 らかに違反 す るとい わ
な け れば ならない。 もっ とも， 企業 会計上 公 正 な会 計基 準 とし てリー ス取 引
の会 計処 理が定着 し， それを税務 行政上 におい て も容認 す るとい う場合 は そ
の限 りで はないが，既 に触 れた ように同 じ経 済的 実質主 義 が強調 さ れて も，
会計上 の実 質主義 と税務会計上 の実質主義 は， その判断 の認識要件 が異な る
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ため, リース取引においてもその会計処理は異ならざ るをえない。その意味
でぱ，会計制度依存性たる税務会計公準の税務認定上の確認たることをもっ
て，個別通達の発遺根拠として正当化することもで きない。
しかし, リース取引について，実質的会計処理が定着していないからこそ，
税務認定においては慎重に対応しなければならず， そのためには法条文化す
る前に一応の税務行政上の考え方を通達をもって明らかにし，これに対する
社会一般の反応の中で，課税上の問題点を整理し，租税法律に条文化すると
きの参考にするという通達の意義 もあるかもしれない。
確かに個別通達には，個別問題に対する税務官庁における一応の見解とい
う意味もあると思われるが，発遣趣旨の「経済的実質 に応じてこれを売買取
引等として取扱うこととし，その処理の統一を図ることとした」 という文言
は，一応の見解どころか明らかに税務上の認定基準を示し， それに基づいて
課税することを宣言したものである。とすれば，これは明らかに憲法に違反
する通達課税 といわなければならない。
問題は，通達課税が長い間反復的に行われてきて， その通達による課税の
法違反であることが判明した場合，従来の通達課税に禁反言（estoppel) の
原則が適用されるかどうかである。これは，法の信義則の問題であり，この
信義則を通せば，従来の税務行政のもとでの納税者に遡及して不利な取扱い
はできないと解される。つまり，「一般の納税者が税務行政庁の指導・取扱い
を多年にわたって信頼してそれに善意に従ってきた場合にぱ，例外として租
税法律主義の原理をまげてそのような善意の納税者の信頼保護の要請に答え
なければ，著しく正義の理念に反することになるo」からである。
このように，善意の納税者を保護すべく働らく禁反言の原則，信義則の原
則が，通達課税を媒介とすると，はからずも通達課税の違法性を後に問えな
くなってしまう。このことは，個別通達によるリースに対する税務行政上の
取扱が，リース税務慣習を形成することを意味し， それはまた法 と同じよう
な法的効力を有するにいたることもある。
しかしながら，税務会計学上租税法律主義に違反する通達課税を容認でき
ない。禁反言の原則が，納税者の保護のために租税法においても適用される
とする考え方に賛成であるが，しかし禁反言の原則から通達課税を税務行政
上止むを得えないとする考え方には賛成できない。むしろ，通達によって税
務慣習を形成させようとする税務行政に問題があり，リース通達が発遣され
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て か ら，14 年 も経 っ て い る に もか か わ ら ず， 通 達 課 税 で あ る との国 民 的 批 判
が生 まれ て い な い こ とに も問 題 が あ る とい わ な け れば な ら ない 。
おわりに
リ- ス（finance-lease ）は，契約上賃貸借形式をとり，会計上 も賃貸借の
処理をすることにより，財務上及び税務上のメリットを十分受けることが出
来る特殊取引として定着するにいたったが，税務会計学上これを賃貸借とし
て課税関係を認識するわけにはいかない。
なぜなら，賃貸借契約にはみられない，中途解約禁止，リース物件の瑕疵
担保責任の免責，レッシーの保守・管理責任，解約による規定損害金の支払
等の特殊な条項カリ ース契約にはみられる。多くの判例においても，リース
は賃貸借 と異なる特殊な金融取引であると捉えられている。税務会計認識に
おいては，真実・公正な課税所得概念を形成する上で, リースの経済的実質
性から売買 と認識すべきもの及び金融と認識すべきものを適切に識別し，実
質課税すべきものと考える。
しかしながら，税務会計認識・測定・伝達は，それらが成立する基礎的前
提として税務会計公準たる租税法律主義を満たさなければならない。税務行
政における否認の論理は，憲法第84条に基づく租税法による課税要件明確主
義による。その点, リースにおける否認は，租税法に明文規定がないので，
リース通達によることになる。これは，明らかに税務会計公準における租税
法律主義を満たさない。
それにしても，リース（finance-lease ）は，通常の賃貸借と異なる取引で
あることが認識されているにもかかわらず，依然 として賃貸借取引としての
会計処理が慣行化されているわが国の企業会計制度に疑問を感じざるを得な
い。税務会計公準として会計制度依存性をあげる理由は，本来企業会計は経
済変動を客観的に確定的に捉えて認識・測定が行われていることを前提に，
これを課税所得計測上尊重しようとするものであるが，リースの会計肌行は，
これを尊重してそのまま容認すると，課税の公平性が著しく損なわれる結果
をもたらすことになる恰好の例 となる。
問題の次元が異なるにもかかわらず，かかる企業会計の遅れを理由に，通
達が発遣され，それに基づく税務行政が実質課税に名を借りて正当化される
ことだけはどうしても避けなければならない。 (1992.9.30.)
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